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【日　時】�平成24年３月28日 （水） 13：00～16：40�

（開場12：30）

【会　場】豊田産業文化センター小ホール

【共　催】豊田市・名古屋大学

【後　援】�文化庁，愛知県，財団法人自治体国際化協

会，社団法人日本語教育学会，公益財団法人

愛知県国際交流協会，公益財団法人豊田市国

際交流協会

【定　員】240名（先着順）参加費無料

１．はじめに

　豊田市は平成20年度より豊田市内に在住，あるいは

在勤の外国人が円滑な日常生活を営むために最低限必

要な日本語能力を習得することを支援する包括的な

「とよた日本語学習支援システム」の構築，普及に取り

組んできた。名古屋大学留学生センターはこの事業の

委託を受け，平成23年度までの４年間，豊田市内にお

いて日本語教室の運営支援，日本語能力判定や人材育

成，ｅラーニング等の構築・運営を行うとともに，他

地域・国への発信と連携にも取り組んできた。

　また国レベルにおいても，文化庁から平成22年５月

に「『生活者としての外国人』のための標準的なカリ

キュラム案」が示されるなど，多文化共生の見地から，

増加する外国人住民への日本語学習支援の必要性が認

識され，さまざまな取り組みが行われている。

　本シンポジウムは，とよた日本語学習支援システム

の４年間の取り組みの概要，その成果と課題を紹介す

るとともに，地域社会における多文化共生施策の取り

組み，国レベルでの日本語学習支援の取り組みを共有

し，今後，国，産業界，教育界，地域コミュニティの

連携のあり方を検討することを目的に開催されたもの

である。

とよた日本語学習支援システム構築記念シンポジウム

「多文化共生社会をめざして―日本語学習支援が創る地域社会―」

衣 川 隆 生
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２．シンポジウム内容

　シンポジウムは太田稔彦豊田市長，杉山寛行名古屋

大学理事の挨拶で幕を開けた。第１部ではまず池上重

弘静岡文化芸術大学教授による「多文化共生社会をめ

ざして -国と地方の動向」と題した基調講演が行われ

た。講演では多文化共生社会を実現するために国・地

方の２つの観点からどのような取組みが行われている

のかが紹介され，そこから多文化共生社会をめざした

日本語学習支援にはどのようなことが期待されるかの

提言がなされた。次に，早川俊章文化庁文化部国語課

長から「生活者としての外国人」のための日本語教育

施策，指導者に対する支援の取り組みが紹介された。

第１部の最後には北村祐人とよた日本語学習支援シス

テム・コーディネーター，村上京子教授からシステム

構築の目的，４年間の実績と成果，さらにそこから見

えてくる課題と展望が示された。

　第２部では，池上重弘教授，井上洋日本経済団体連

合会社会広報本部長，西原鈴子元東京女子大学教授を

パネリストとして迎え，衣川隆生准教授をコーディ

ネーターとした「日本語学習支援における『連携』を

語る」と題したパネルディスカッションが行われた。

日本語学習支援の枠組みの普及を図る上で見えてきた

課題を共有し，それを解決していくために産学官民が

どのような連携ができるのかについて多文化共生社会

推進（池上），産業界（井上），『生活者としての外国

人』のための日本語教育（西原）の三つの視点から活

発な討論が行われた。

３．アンケート結果から

　シンポジウムには約200人が来場し，このうち４分

の３にあたる152名からアンケートを回収することが

できた。参加者の内訳では比率の多い順に日本語学習

支援ボランティが30%，大学教員が14%，行政職員が

10% であった。シンポジウムの開催が年度末の平日

であったため産学官民のうち「産」の比率が少ないが

「学官民」の割合が多いことは期待通りの結果であった

と言える。また85％の人がシンポジウム全体の内容を

「大変参考になった」「参考になった」と回答しており，

また記述回答からも「自分自身の仕事にも役立てるこ

とができるようなアイディアがたくさん出てきて有意

義なシンポジウムだった」とあるように，今後の活動

に参考になる内容が提供されていたという評価を受け

ている。

　また，第２部のパネルディスカッションでは，コー

ディネーターからの発題に対して，アンケート用紙に

提言を記入するという方式をとった。その結果，70名

の方から今後の事業のあり方について提言が寄せられ

た。これらの提言は後援となった文化庁とも共有し，

今後のシステムのあり方，国との連携のあり方の参考

にしたい。

パネルディスカッション風景




